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①ワイドギャップ半導体パワーデバイス導入による高効率かつ小型・軽量な電力変換装置の開発�

　－　熱輻射活用型放熱部材の開発　－（平成25～27年度）�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境・機能材料科　山口　典男、永石　雅基�

　電力変換装置の小型軽量化を目的として、熱伝導、対流に加え、輻射により放熱する部材を開発し、

元の金属より表面温度を20℃低くするとともに、輻射熱の戻りが少ない構造を見出した。�

�

�
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　長年の経験がなくても歩留まりよく生地を製造できる機械ロクロ成形装置を開発した。本装置により

歪のない飯碗、湯飲および5寸皿の成形ができた。�

�
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戦略・デザイン科　桐山　有司、中原　真希�

　高齢者の食器への要望や課題を把握するため、既存の福祉食器の評価を行い、試作品の製作、評価、

改良により、企業と共同で製品化を行った結果、高齢者のニーズに対応したQOLを向上させる食器を

開発することができた。�
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　火力発電所のフライアッシュと都市ごみ溶融スラグを原料に、ジオポリマーコンクリートを作製した。

圧縮強度とスランプ特性から決定した、最適配合の試料は26.7MPaの圧縮強度を示し、セメントコン

クリートよりも塩酸に対する耐久性が著しく高いことが分かった。�
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　吸着、触媒、抗菌などの機能をもつ材料を配合した各種多孔体の製造技術について検討した。材料の

機能性を損なわない低温成形技術を確立し、泡状多孔体などの各種多孔体を作製した。�
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研究の概要（報告）�

経常研究（短報）�
�

⑥3Dデータを活用した緻密な陶磁器製造技術の開発　(平成27～29年度)�

環境・機能材料科　永石　雅基、戦略・デザイン科　依田　慎二�

　陶磁器材料を3Dデータにより直接加工し、複雑で精密な装飾品、ホビー製品を開発することを目的

として、天草陶土へのバインダー添加条件を調べ、ヒビ、欠けなどの欠点が生じにくい加工条件を見出

した。�

�

�

研究マネジメントFS（短報）�
�

⑦水質浄化装置のモジュール化に関する可能性調査　(平成27年度)�

環境・機能材料科　狩野　伸自、永石　雅基�

　ゼオライト及び光触媒を活用した水質浄化モジュールの開発を目的として、(1)転動造粒によりろう

石表面へゼオライト(フォージャサイト)を形成、(2)クリストバライト表面に光触媒を形成し、水質浄化

能力等の評価を実施した。�
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�

新製品・新技術共同開発事業（共同研究・短報）�
�

⑧抗菌効果をもつセラミックス製保存容器の開発（平成26～27年度）�

研究企画課　阿部　久雄、環境・機能材料科　増元　秀子�

　食品保存に用いられる多孔性陶器の釉薬に、粘土鉱物系抗菌剤を添加し、大腸菌、黄色ブドウ球菌に

対する十分な抗菌力を確認した。多孔性陶器と食品間の水分移動は釉表面にある気孔を介して起こるた

め、製品の信頼性・安心感を高めることができた。�
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要　　約

　炭化ケイ素を用いた電力変換用パワーモジュールの小型軽量化に貢献できる輻射を活用した放熱部材の開
発を目的に、表面処理技術、放熱特性および放熱部材のマクロ構造と熱抵抗の関係などについて検討した。
アルミニウム合金の中で汎用性の高い5052材およびフィンなどで使用される6063材に対し、輻射率が約90
％となる処理条件を確立した。その放熱特性は約15Wの発熱量に対し、未処理のものより約20℃、アルマイ
トより3～6℃温度を下げることができた。放熱部材の構造において、対流熱抵抗は表面積に比例し低下する
が、輻射熱抵抗は輻射熱の戻りが少ない構造を選択することで表面積あたりの放熱効果が高まることが分か
った。

キーワード：放熱、熱輻射、対流、熱抵抗、表面処理、パワーデバイス

報　告 長崎県窯業技術センター研究報告（平成27年度）

－戦略プロジェクト研究－

ワイドギャップ半導体パワーデバイス導入による
高効率かつ小型・軽量な電力変換装置の開発

－熱輻射活用型放熱部材の開発－

環境・機能材料科　山口典男・永石雅基

(連 携 機 関)　長崎県工業技術センター

１．はじめに

　近年の環境・エネルギー問題意識の高まりの中で、

再生可能エネルギーを有効利用するための電力変換装

置の高効率化が重要となってきている。電力変換素子

の半導体として、変換効率の高い炭化ケイ素(SiC)が

注目されている1, 2)。また、SiCは既存の半導体である

シリコン(Si)よりも高温動作が可能、電力変換装置の

小型化が可能であるといった特長などもある。

　一方、電力変換時の損失は装置の発熱に繋がり、過

度な発熱は装置の安定的な動作を阻害するため、放熱

フィンや冷却用ファンにより冷却が行われる。熱が移

動する機構は熱伝導、対流、熱輻射の３つがある。一

般的な放熱フィンは、素材として熱伝導の高いアルミ

ニウム(Al)が用いられ、対流による熱移動を促進する

ため大型化し、空気との接触面積を大きくするなどの

工夫がされている。さらには、空気の強制的な移動を

行なうファンの併用も行われている。しかしながら、

フィンやファンなどを装備することで、装置の体積は

大きくなり、既存の放熱手段では小型・軽量化には限

界がある。これまで積極的に利用されてこなかった熱

移動機構の「熱輻射」も利用することで放熱効率を改

善でき3,4)、装置の小型・軽量化に貢献できると期待さ

れる。

　アルミニウムは金属であるため輻射率は低く5）、そ

のままでは輻射による放熱が十分ではない。そこで、

本研究ではアルミニウム表面をセラミックス化するこ

とで高輻射材とした。輻射を最大限活用した新規な放

熱部材の開発を目的とし、各種アルミニウム合金の表

面処理、輻射放熱処理を行なった放熱部材のマクロ構

造、実装を想定した模擬電源における放熱特性などに

ついて検討した。

2．実験方法

　２．１　表面処理
　純アルミニウムの1050材、汎用性が高いアルミニ

ウム合金5052材(Al-Mg系)および押し出し加工が可
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能なアルミニウム合金6063材(Al-Mg-Si系)を専用処

理液に浸漬し表面処理した。処理温度等の条件を変更

し最適な処理条件を検討した。膜厚は、渦電流式膜厚

計(サンコウ製、SWT-9000)を用い、輻射率は分光

輻射率測定装置(日本電子製、JIR-E500)を用い評価

した。なお、輻射率は波長3.33～20 　の積分値(積

分輻射率)とした。表面の生成物は、X線回折装置

(PHILIPS製、PW3710)により同定し、走査型電子

顕微鏡(日本電子製、JSM-7100F)により表面構造を

観察した。

　２．２　輻射表面処理放熱板の放熱特性
　輻射表面処理した放熱板の放熱特性を図1に示す試

作したアクリル製の放熱評価装置を用いて評価した。

発熱源にはシリコンラバーヒーターを用い、後方から

の放熱を防ぐために断熱材で覆った。シリコンラバー

ヒーターに直流安定化電源で15.44Wの電力を投入し、

ヒーター(Th)および放熱部材(Ts)の温度変化を測定した。

なお、放熱特性の検討には、雰囲気温度(Ta)と各部位

(ThまたはTs)の温度差(Th-aまたはTs-a)を用いた。比較

として、未処理のアルミニウムと市販の黒色アルマイ

ト、白色アルマイトについても測定した。

　２．３　輻射熱の周囲への影響
　輻射された熱が周囲に与える影響を検討するため、

2.2で用いた放熱特性評価装置内に、図2に示すよう

な治具を設置し、放熱板および受熱部の温度変化を測

定した。このとき、放熱板および受熱部には、輻射率

が約90％(高)、約50％(中)、約3％(低)の３種類をそ

れぞれ用い、放熱部-受熱部の面間距離を0～10cmま

で変化させた。なお、この時の投入電力は、11.7W

とした。

　2．4　対流および輻射熱抵抗の評価
　対流および輻射の熱抵抗を算定するために、輻射率

の異なる平板サンプルを2.2で用いた放熱評価装置を

用い、大気圧下および減圧下(約1030 Pa)における

熱抵抗を求めた。各熱抵抗は、投入電力に対する温度

上昇の勾配より算出した。なお、投入電力は、大気圧

下では1.4W，3.7W，7.3W、減圧下では0.6W，1.8W，

3.0Wとした。温度上昇は評価装置内の雰囲気温度

(Ta)とサンプル温度(Ts)の差(Ts-a)とした。また、各温

度は平衡となった際の5分間の平均温度とした。

　大気圧下および減圧下でのサンプル表面からの放熱

は、図3に示すように対流および輻射により行われる。

そこで、雰囲気圧力が対流の熱抵抗に反比例すると仮

定すると、大気中(　)および減圧中(　)での熱抵抗は

(1)式および(2)式のように示される。大気中および減

圧中の実測データから、(1)式および(2)式を用いて、

対流熱抵抗と輻射熱抵抗を算出した。

 

 

図1　放熱特性評価装置の概略図

図2　受熱測定における放熱部・受熱部の配置概略図 図3　対流・輻射熱抵抗の分離
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　ここで、　は大気中での実測熱抵抗、　は減圧(約

1030Pa)での実測熱抵抗、　は大気中での対流熱抵

抗、　は輻射熱抵抗である。

　2．5　放熱部材のマクロ構造と放熱特性
　放熱部材のマクロな構造と放熱特性の関係を検討す

るために、図4に示すような種々の構造のサンプル

(1050材)を作製し、輻射表面処理を行ない放熱特性

の評価を行なった。放熱部材の大きさは、50×70×

6mmで、中央の50×50mmに各種形状を加工した。

放熱特性については、2.4で示したように大気中およ

び減圧中での測定を行ない、対流および輻射の熱抵抗

を算定した。

　また、フィン構造におけるフィンの深さの影響につ

いて検討するために、フィンの深さが、最大38mm

となるサンプルについて、同様な測定を実施した。な

お、フィンの間隔は4.5mm、フィンの厚みは2mmと

した。比較として輻射表面処理を行なっていないサン

プルについても測定した。

　２．６　模擬電源における放熱評価
　本プロジェクトで想定している電力変換装置は

500Wクラスであり、約10％が電力損失とした場合、

発熱量は約50Wとなる。そこで、発熱量が50Wに対

応できる放熱手段と輻射表面処理の効果について、図

5に示す模擬電源を用いて評価した。発熱源となる半

導体素子として、図6(c)に示すセラミックヒーターを

代用した。放熱部材には、表面処理を行なった平板(図

6(a))または、深さ13mmのフィン(図6(b))を用いた。

発熱部は、図5の①および②の位置に設置、①および

②付近の筐体に直接固定(⑦および⑧の位置)の2条件

について比較検討した。また、筐体の輻射表面処理の

有無についても比較した。

３．結果と考察

３．１　輻射表面処理被膜の特性
　各アルミニウムの表面処理前後の分光輻射率曲線を

図7に示す。未処理の状態では10％以下と非常に低

いが、輻射表面処理することで、どのアルミニウム材

においても、輻射率の著しい増加が確認され、積分輻

射率は約90％となった。

　5052材の表面に生成した被膜のX線回折パターン

を図8に、SEM写真を図9に示す。生成物は、水酸化

アルミニウム(Gibbsite、Bayerite)であった。太さ図4　マクロ構造の評価に用いた形状イメージ

図6　模擬電源の発熱部と放熱部材
　(a)放熱部材(平板)　 (b)放熱部材(フィン)
　(c)セラミックスヒーター　(d)支持板
　(e)部品b, c, dを組んだ放熱部

図5　模擬電源による放熱測定
　(a)模擬電源を設置したアクリルボックス

　(b)模擬電源基板と測温箇所

5　■　ワイドギャップ半導体パワーデバイス導入による高効率かつ小型・軽量な電力変換装置の開発



報　告 長崎県窯業技術センター研究報告（平成27年度）

約1　、長さ約10 　の柱状結晶が表面全体を覆って

おり、それらが入り組んだ多孔質状の組織を形成して

いた。

　３．２　輻射表面処理材の放熱特性
　シリコンラバーヒーターの加熱に伴うヒーター部の

温度変化(Th-a)の例を図10に示す。また、温度が平衡

に達した時点でのヒーター部および放熱部材の温度上

昇の値を表1に示す。未処理サンプルでは輻射率が低

いため、ヒーター部の温度上昇は188℃となった。

一方、輻射表面処理したサンプルは約168℃であり、

表面処理することで、約20℃温度を下げることが可

能となった。また、類似技術であるアルマイトと比べ

た場合、アルマイト(黒)より約3℃、アルマイト(白)

より約6℃下げることが可能であり、輻射による放熱

に優れる表面状態であることが確認された。また、放

熱部材(Ts-a)の温度低下についても、ヒーター部とほ

ぼ同じ傾向となった。

　３．３　輻射熱の周囲への影響
放熱板と受熱部の距離に対する放熱板の温度変化を

図11に示す。放熱板の温度低下は受熱部の輻射率に

かかわらず、放熱板の輻射率に最も影響されており、

輻射率が高いものほど放熱しやすい傾向が示された。

さらに、放熱板の輻射率が高い条件において、輻射率

の高い受熱部との組み合わせ(グラフ中の青丸)が、放

図9　5052材の表面処理皮膜のSEM写真
　 (a)表面組織の外観　(b)生成物の結晶形態

図8　表面処理された5052材のXRDパターン

図10　各種材料の放熱試験における温度変化の一例

表1　各種部材の輻射率と放熱試験結果

図7　表面処理されたアルミニウム合金の
　　  輻射率分光曲線
　　(a)1050材　 (b)5052材　 (c)6063材
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熱板の温度低下に最も効果的であった。輻射率と吸収

率は等しいことから、輻射率の高い受熱部が、輻射熱

を効率的に吸収したためであると考えられる。

また、放熱板の輻射率が低い(グラフ中の三角印)場合、

受熱部の輻射率にかかわらず、放熱板と受熱部の間隔

が狭い条件で温度が下がりやすく、離れるにしたがい

温度が高くなる傾向が示された。輻射がほとんど起き

ない条件では、熱移動の主体が対流となるため、間隔

が近い場合受熱部への熱移動が起きやすいが、離れる

ことにより対流による受熱部への熱移動が起きにくく

なったためであると推察された。

次に、受熱部側の温度変化を図12に示す。どの組

み合わせにおいても、放熱部と受熱部の距離が広くな

るにつれて受熱部の温度は低下した。放熱部または受

熱部のどちらか一方の輻射率が低い場合、受熱部の温

度は上がりにくい傾向となった。どちらかの輻射率が

低いことで、輻射熱の授受が起きにくい状態となって

いることがわかった。また、両方ともに輻射率が高い

場合、熱輻射の授受が大きく受熱部の温度が上昇する

結果となった。

以上のことから、放熱部の温度は放熱部のみの輻射

率に依存するが、受熱部の温度は、放熱部または受熱

部の輻射率の小さい方に依存する傾向があることが明

らかとなった。

　３．４　対流および輻射熱抵抗の分離
輻射率の異なる平板サンプルの大気中および減圧中

での熱抵抗およびそれらを基に算出した対流熱抵抗と

輻射熱抵抗を表2に示す。また、対流・輻射熱抵抗の

輻射率依存性を図13に示す。大気中および減圧中と

もに輻射率の増加にしたがい、熱抵抗が減少し、放熱

しやすくなっていることがわかる。輻射熱抵抗は輻射

率に比例して減少しているが、対流熱抵抗は輻射率に

関係なくほぼ一定の値となることが確認された。この

ことから、輻射表面処理による放熱特性の改善は、輻

射によるものであると考えられた。

　３．５　放熱部材のマクロ構造と放熱特性
各種マクロ構造における各熱抵抗を表3に、表面積

比に対する対流熱抵抗と輻射熱抵抗を図14に示す。

ディンプル(凹・凸)構造は、表面積が増加しているに

もかかわらず、平板よりも大気中の熱抵抗が高くなり

放熱特性が低下した。ディンプル構造の輻射熱抵抗は

図11　受熱部との距離に対する放熱部材の温度変化

図12　放熱部からの距離に対する受熱部材の温度変化

表2　輻射率の異なる平板試料での各種熱抵抗
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平板よりも低下しているものの、対流熱抵抗が平板よ

りも高くなっていることが原因であることが示唆され

た(図14)。ディンプル構造は、ディンプル面の垂直

方向に熱輻射し、輻射熱の戻りも少なく、輻射型放熱

部材に有効であると当初考えたが、対流に対して不利

な構造であることから、大気中での放熱部材としてデ

ィンプル構造は不適当であると判断された。

対流熱抵抗において、表面積比が約2.4付近までは、

表面積比に比例し熱抵抗が下がり、ディンプル構造を

除き、構造の形態によらず表面積を増やすことで、放

熱特性を上げることが可能であることがわかった。た

だし、フィン間隔等が極端に狭くなるような条件(図

14(a)の※印を付した点)では、反対に対流による放

熱特性が低下することも確認された。

輻射熱抵抗において、単純に表面積比に比例すると

いった傾向は確認されない。しかしながら、†印を付

した点では、わずかな表面積比の増加にもかわらず輻

射熱抵抗の低下が大きい。すなわち、単位表面積あた

りの輻射熱抵抗減少率が大きい。このような†印を付

した構造は、図15に示すような緩やかな構造であり、

輻射熱の戻りが非常に少ないと推察された。一方、‡

印を付したフィンやV字溝は、図16に示すようにそ

　

図13　輻射率に対する対流および輻射熱抵抗

図14　放熱部材の表面積比に対する
　(a)対流熱抵抗と　(b)輻射熱抵抗

表3　各種マクロ構造の熱抵抗

ワイドギャップ半導体パワーデバイス導入による高効率かつ小型・軽量な電力変換装置の開発　■　8
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の溝の幅が狭く、輻射熱の戻りが大きかったため、表

面積の増加に対する輻射熱抵抗の低下が十分ではなか

ったと推察された。

フィンの深さと輻射放熱特性について図17に示す。

大気中での熱抵抗は、フィンの深さが18mm以上で

表面処理の有無にかかわらずほぼ同じ値となった。深

くなることで輻射熱が自己吸収されやすくなり、効率

的な輻射放熱ができなかったためであると考えられた。

３．６　模擬電源における放熱評価
半導体素子を模擬したヒーターを基板上に設置した

場合と筐体に密着させた場合のヒーターの温度上昇を

図18に示す。基板上に設置した場合には、20Wで約

200℃温度が上昇する。一方、筐体に密着させた場

合には、約50Wでも140℃しか温度が上昇しないこ

とが分かった。このことから、想定している50Wの

発熱に対しては、筐体などの熱容量の大きな物を利用

し、熱伝導により熱を逃がす必要があることが分かっ

た。また、筐体の表面処理の有無における筐体内温度

を図19に示す。筐体を表面処理することで、筐体か

らの輻射放熱が起き、筐体内部の温度を約7℃低下さ

せることができた。このように、電源などにおける輻

射放熱においては、放熱フィンだけでなく、筐体まで

含めた輻射表面処理が有効であることが分かった。

図15　図14の†を付した緩やかで輻射熱の戻りが
　　　少ない構造の例 

図16　図14の‡した溝幅が狭く輻射熱の戻りが
　　　大きい構造の例

図17　フィンの深さに対する熱抵抗の変化

図19　筐体の表面処理の有無による筐体内の
　　　温度変化

図18　発熱体の設置場所の違いによる発熱量
　　　に対するヒーターの温度変化
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４．まとめ

　熱の移動手段における輻射に注目し、アルミニウム

材の輻射表面処理、放熱特性、放熱部材のマクロ構造、

模擬電源における放熱について検討し、以下のことが

明らかとなった。

(１）純アルミニウム1050材、アルミニウム合金

　　　5052材、6063材に対して輻射表面処理を行

　　 なうことで、柱状の水酸化アルミニウムが生成

　　 し輻射率が処理前よりも著しく高くなった。また、

　　 投入電力約15Wにおいて、未処理よりも約20

　　 ℃の温度を下げることができた。また、類似技

　　 術であるアルマイトよりも3～6℃温度を下げる

　　 ことができた。

(２）放熱部材の温度低下は、主に放熱部材の輻射率

　　 に依存し、輻射率が高いものほど温度を下げる

　　 ことができる。また、放熱部材の輻射率が高い

　　 場合においても、受熱側の輻射率が高い方がよ

　　 り放熱効果が高まることが分かった。

(３）大気中および減圧下での熱抵抗を基に、対流と

　　 輻射の熱抵抗に分離することが可能であった。

　　 放熱部材のマクロ構造の対流熱抵抗は、平板に

　　 対する表面積比が約2.5付近までは、それに比例

　　 し低下することが分かった。ただし、ディンプ

　　 ル構造は、対流熱抵抗が増加することが分かった。

　　 一方、輻射熱抵抗は、どの構造においても低下

　　 することが分かったが、輻射熱が戻りやすい構

　　 造においては、表面積が増加しても輻射熱抵抗

　　 の低下はわずかであった。

(4) 模擬電源による評価より、50W程度の発熱に対

　　 しては、発熱部を筐体などに直接固定するなど

　　 の対策が必要であることが確認された。また、

　　 筐体に対しても輻射表面処理を行なうことで、

　　 筐体内の温度を低下することができた。
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要　　約

　機械ろくろ成形法により、陶磁器の肉薄生地を長年の経験がなくても歩留まりよく製造できる技術の開発
を行うため、平成26年度に開発した機械ろくろ成形装置を用いて食器と土鍋生地の成形試験を行った。その
結果、飯碗や湯呑および5寸皿の生地を歪がない状態で肉薄に成形でき、生地表面には皺や傷などの欠点が発
生しない技術を開発することができた。また、大型の土鍋生地についても同様の技術を開発することができた。

キーワード：機械ろくろ成形法、陶磁器、生地

報　告 長崎県窯業技術センター研究報告（平成27年度）

－経常研究－

機械ろくろ成形技術の開発

　 　陶磁器科　梶原秀志、小林孝幸

１．はじめに

　長崎県の陶磁器製造は、長年、製土業、石膏型成型

業、生地製造業、窯元、上絵付け業の分業体制で行わ

れてきており、生地製造業には機械ろくろ成形業、ロ

ーラーマシン成形業、圧力鋳込み成形業、排泥鋳込み

成形業の4部門がある。この中で機械ろくろ成形法は、

回転体の形状をもつ生地を多品種少量で生産する手段

として低コスト化できる最適な方法である。

　また、近年、陶磁器製品の受注量が小ロット化の傾

向にあることから、この成形法は、今後ますます重要

になると考えられる。しかしながら、長崎県内に20

数社ある機械ろくろ成形の専業業者（以下「生地業者」）

は、従事する熟練者の平均年齢が65歳を越えており、

さらに後継者がいない業者が大半を占めていることか

ら、産地の生産体制を維持していくうえで深刻な問題

となっている。

　本研究開発では、市場の要求が高まっている肉薄の

生地製造を、長年の経験がなくても歩留まり良く生産

できる技術を開発し、産地の生産体制の維持発展に貢

献することを目的としている。本年度は、平成26年

度に開発した機械ろくろ成形装置を用いて、食器と土

鍋生地を傷や歪みなどの欠点がない状態で成形する技

術の確立を行った。

2．試験方法

　２．１　成形試験装置と成形手順
　成形試験に用いた機械ろくろ成形装置を図１に示す。

この装置は、ダボ（注１）の芯振れ（注２）が5/100｠以下の

精度で容易に取付けることができ、その回転数をイン

バータ制御により任意に設定できるのが特徴である。

5寸皿の成形は、外側をダボにセットした石膏型で行い、

内側をハンドルに取付けた「へら」で行う。石膏型に

陶土を仕込んだ後、「へら」を手で下降させるとダボ

が回転し、それと共にダボ内部が排気されて真空状態

になる。「へら」を予め設定したストッパーの位置ま

で下降させると、「へら」に圧された陶土が外側に伸

展し、5寸皿を成形することができる。「へら」は、

2度下降させるが、1度目の下降後に「へら」と当木（あ

てぎ）（注３）に付着した陶土を手で取除き、2度目の下降

時に縁にはみ出した余分の陶土（「ばり」）を「木へ

ら」を用いて取除き、5寸皿を成形した。成形手順を

図2に示す。
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　２．２　成形試験用陶土
　陶土は、機械ろくろ成形用として市販されている含

水率が24.5％と25.1%の2種類の天草撰上真空土練

土を使用した。陶土の径は、8cm、10cm及び12cmの

3種類で成形試験を行った。

　２．３　成形試験用「へら」
　「へら」は、厚さ4.5mmの鉄板を5寸皿の内側形

状に合わせて切断した後、「へら」の刃先角度を30度、

45度、60度の3種類に加工し（図3）、成形試験を

行った。

　２.４　「へら」の当木
　図4に示す形状で「へら」の当木の厚みを約14mm

にした場合と約26mmにした場合および当木をしな

い場合の3種類で成形試験を行った。

　２.５　陶土の仕込み量
　陶土径がφ8cm、φ10cm、φ12cmの3種類を

用い、陶土の仕込み重量を285gから310gの範囲で

変化させ成形試験を行った。

　２.６　ダボの回転数
　ダ ボ の 回 転 速 度 は 、 イ ン バ ー タ の 周 波 数 を

10Hz､15Hz､20Hz、25Hzに設定し、4種類の条件

で成形試験を行った。インバータ周波数の設定値と

ダボ回転速度の関係は表1に示すとおりであった。

　2.7　乾燥・脱型
　成形終了後に石膏型をダボから外し、直射日光が当

たらない場所で乾燥させ、成形体と石膏型との間に隙

間が出来るのを確認した後、成形体を型から取出した。

　2.8　成形体の評価　
　成形体の評価は、表面の皺や傷を目視で観察し、欠

点の有無を確認した。

　2.9　焼成体の評価
　成形体は水拭き仕上げを行い、850℃で素焼した後、

石灰釉を施釉し、ガス窯を用いて1300℃で還元焼成

を行った。焼成体の評価は、表面の皺や傷、凹凸およ

び歪みを目視で観察し、欠点の有無を確認した。

機械ろくろ成形技術の開発　■　12

石膏型

ダボ
インバータ

図1　機械ろくろ成形装置

図2　5寸皿の成形手順

図3　成形試験用の3種類の「へら」

使用型をセット

「へら」をセット

陶土をセット

ハンドルを下降・上昇

「へら」付着陶土を除去

ハンドルを下降

「ばり」を除去

ハンドルを上昇

自　然　乾　燥

脱　　　型

成　形　品

図4　成形試験用「へら」に
     当木を装着した様子

表1　インバータ周波数の設定値とダボの回転速度の関係

ｲﾝﾊﾞｰﾀ周波数（Hz）

ダボの回転速度(rpm)

15

110

10

72

20

150

25

167

へら



報　告 長崎県窯業技術センター研究報告（平成27年度）

３．結果および考察

　3.1　陶土の含水率および陶土径と成形性の関係
　5寸皿の成形試験を機械ろくろ成形用として市販さ

れている含水率が25.1%で、径が12cmの天草撰上真

空土練土を用いて行った結果、陶土が皿の縁までスム

ーズに伸展し、生地表面には皺や傷などの欠点が発生

しない状態で成形できた。

　含水率が24.5%の陶土でも欠点がない状態で成形

できたが、25.1%の方が皿の縁まで陶土が伸展する

時間が短く、成形体表面も滑らかであった。25.1%

の陶土に水を添加し、柔らかくした場合、陶土が手に

付着しやすくなり、「へら」や「当木」に付着した余

分な陶土の除去作業をスムーズに行うことが困難にな

った。このことから、皿を成形する陶土の含水率は

25.1%以下にする必要があることがわかった。一方、

陶土を乾かし含水率を24.5%より小さくした場合、

成形中に皿の縁部が飛び散り、成形できなかった。

　陶土径がφ8cmとφ10cmの条件で行った場合、

図5と図6に示すように、高台部表面と皿の外側上方

部に無数の皺が発生した。高台部に皺が発生したのは、

直径が9.8cmある石膏型の高台部を陶土で十分に覆

い被せることができなかったことにより、陶土が渦を

巻くように高台部に充填されたことが原因と考えられ

る。一方、縁部に皺が発生したのは、陶土が皿の縁ま

で延びる時間が長くなり、陶土が渦を巻くように皿の

縁まで伸びたことが原因と考えられる。これらのこと

から、陶土の径は成形用石膏型の高台径より大きくす

る必要があることが分った。

　また、陶土を石膏型に載せただけで成形した場合、

下降させた「へら」が陶土に接触した瞬間に陶土が型

の中心から外れ、陶土が皿の縁部まで全周に渡り伸展

せず、成形できなかった。このことから、型への陶土

の仕込み作業は図７に示す状態で、陶土を型の中央に

載せた後、拳で陶土を上から軽く叩いて、型に密着さ

せる必要があることが分った。

　3.2　「へら」先角度と成形性の関係
　刃先角度を30度、45度、60度の3種類で成形試

験を行った結果、60度では、皺や凹凸などの欠点が

ない状態で成形できた。30度と45度は、陶土の仕込

み量が多く必要となり、縁まで陶土が延びる時間は長

くなった。その結果、陶土が不足したり、皿の縁部が

成形不足になったり、外側縁部に皺が発生した。この

ことは、刃先角度が小さくなるほど、陶土と「へら」

の接触面積が小さくなるため、陶土が圧延し難い状態

になり、「へら」へ付着する陶土の量が増加し、皿の

縁まで移動する陶土量が減少したことが原因と考えら

れる。これらのことから、「へら」の刃先角度は60

度で問題がないことが確認できた。

　3.3　「へら」の当木と成形性の関係
　厚さ約14mmの当木を使用した場合、当木からはみ

出してきた陶土を指で押えることにより、短時間で陶

土を縁まで延ばすことができ、成形体表面に皺や傷お

よび凹凸などの欠点がない状態で成形することができ

た（図8）。「へら」に当木をしない場合は、型に仕込

んだ陶土が「へら」で削り取られた後、「へら」に付

着し、型の縁まで陶土が伸展せず、皿を成形すること

ができなかった（図9）。厚さ約26mmの当木を使用

　
13　■　機械ろくろ成形技術の開発

図5　皿の高台部に発生した皺

図6　皿の外側縁部に発生した皺

図7　陶土を上から叩いて型に密着させる
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した場合、当木に付着する陶土の量が増加し、成形体

の周辺部が型から剥がれて成形不良となった（図１０）。

　3.4　陶土の仕込み量と成形性の関係
　陶土径が12cmでその仕込み重量を290gの設定で

5寸皿を成形した結果、表面に皺や傷および凹凸など

の欠点がない状態で成形することができた。この時の

成形体重量は252gで、余分な陶土重量は38gであっ

た。285gより少ない設定で成形した場合、陶土不足

により5寸皿の縁の一部が成形できない状態になった

（図11）。一方、陶土重量を310g以上で成形した場合、

5寸皿内側の上部に傷が多発した（図12）。このこと

は、陶土の仕込み量を多くした分、当木に付着する余

分な陶土の量が増加し、余分な陶土が成形体表面に擦

りつけられることにより、成形体表面に傷がついたと

考えられる。

　3.5　ダボの回転数と成形性の関係
　 径 が 1 2 c m の 陶 土 を 用 い 、 ダ ボ の 回 転 数 を

110rpmと150rpmに設定した条件で5寸皿を成形

した場合、「へら」を下降開始してから10秒以内で

陶土が皿の縁まで伸展し、欠点がない状態で成形する

ことができた。72rpmに設定した条件では、陶土を

皿の縁まで延ばすのに30秒以上の長い時間が必要と

なり、その結果、皿外側縁部に無数の皺が発生した。

167rpmに設定した条件では、「へら」を下降開始し

てから僅か数秒で陶土が「へら」に付着し、指で押え

て伸展させる時間がなく、皿の外側周辺部が成形でき

なかった（図13）。　

　3.6　焼成体の評価結果
　5寸皿、飯碗、湯呑、21cm土鍋について、最適条

件で成形した生地を施釉した後、1300℃で焼成した

製品を図14に示す。不良品の対象となるような欠点

の有無を目視で観察した結果、傷や歪みなどの欠点が

ない状態であることが確認できた。次に焼成品を図

15に示す形状で切断し、製品の肉厚を測定した結果、

皿は2.5mm、飯碗は3.0mm、湯呑は2.6mmであり、

肉薄形状の製品を歪みがない状態で製作できることが

確認できた。

機械ろくろ成形技術の開発　■　14

図8　当木厚さ14㎜による成形 図9　当木なしによる成形 図10　当木厚さ26㎜による成形

図11　陶土重量が285g未満で図成形した皿

図12　陶土重量が310g以上で成形した皿（倍率5倍）

図13　ダボの回転数167rpm　
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４．まとめ

　平成26年度に開発した機械ろくろ成形装置を用い

て食器と土鍋生地の成形試験を行った。その結果、飯

碗や湯呑および5寸皿の生地を歪がない状態で肉薄に

成形でき、生地表面には皺、傷などの欠点が発生しな

い技術を確立することができた。また、大型の土鍋生

地についても同様の技術を確立することができた。確

立した上記の技術を表2にまとめて示す。これらの条

件で成形することにより、単純形状の食器や土鍋を、

長年の経験がなくても成形できることが確認できた。

注

（1）「ダボ」とは、成形に用いる石膏型をセットするための

　　受け台のことであり、石膏型の径に対応する大きさの

　　「ダボ」を機械ろくろ装置に固定して使用する。

（2）「ダボ」の芯振れとは、「ダボ」の水平方向の変位量のこ

　　とであり、「ダボ」の外周部にダイヤルゲージを当てて

　　測定する。

（3）当木（あてぎ）とは、整形用の「へら」に取付けた木のこ

　　とである。当木がない場合、「へら」の刃先が陶土と線接

　　触するだけなので、陶土は型の外側へほとんど移動せず、

　　「へら」に削り取られてしまう。当木を取付けると、陶

　　土と当木が面接触するので、陶土を圧延し、型の縁ま

　　で移動させることができる。

15　■　機械ろくろ成形技術の開発

図14　最適条件で成形した生地を施釉した後、1300℃で焼成した製品

図15　図14に示した製品の断面写真
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７

８

９

成形体の乾燥重量

ヘラ先角度

当て木の厚み

陶土の径

陶土の重量

陶土の含水率

陶土の叩き

ダボの回転速度

ヘラの下降速度

180g

約60度

約14㎜

約12cm

約290g

25.1%

必要

110rpm　　
　　～140rpm

10秒以下

200g

約60度

約14㎜

約8cm

200g

25.1%

必要

140rpm　　
　　～170rpm

10秒以下

約130g

約60度

約26㎜

約8cm※1

約200g

25.1%

必要

140rpm　　
　　～170rpm

10秒以下

約790g

約80度

約45㎜

約15cm

約1300g

20.1%※2

必要

40rpm　　
　　～0rpm

60秒以下

土  鍋湯　呑飯　碗5寸皿設 定 項 目

※1 市販されている陶土径は最小が8cmであり、湯呑整形用石膏型の内径は8cmより小さい。この状態では、陶土を型の中
　　　　にセットできないので、8cm径の陶土を200gに切断した後、手の平で球形に丸め、陶土径を小さくして使用した。
※2 市販の土鍋用ペタライト配合陶土を使用

表2　機械ろくろ成形装置による5寸皿、飯碗、湯呑み、土鍋の成形条件



要　　約

　高齢化率が急速に上昇する我が国において、高齢者の生活環境の改善と向上は最も重要な課題であり、高
齢者の生活機能における自立性を維持することは重要なテーマとなっている。一方で、食器全体の市場も縮
小し喫緊の対応が求められる中、高齢者市場の重要性もますます高まると考えられる。今後、一般市場に限
らず、高齢者市場への商品開発には、高齢者の好みを把握し、使い勝手や使い心地に配慮した商品開発が必
要となっている。
　本研究では、高齢者の潜在的ニーズを把握し、QOLを向上させる食器を開発するために、今年度は、試作
品の評価と改良、改良品の評価を実施し、企業と共同で製品化を行った。開発した製品については、ホーム
ページを設置し紹介した。本研究により、既存の福祉食器に対する高齢者の課題や要望を把握でき、高齢者
のニーズにマッチしたQOLを向上させる食器を開発することができた。

キーワード：高齢者、QOL、ユーザー調査、高齢者食、ユニバーサルデザイン
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－経常研究－

高齢者のQOLを向上させる自助食器の開発

　戦略・デザイン科　桐山 有司、中原 真希

１．はじめに

　内閣府の「高齢社会白書」1）では、2014年の日本の

総人口は1億2千708万人で、その内65歳以上の高齢

者人口は3千300万人で26.0％となっている。高齢者

の人口及び総人口に占める割合も過去最高となってお

り、急速に高齢化率が高まっている。人口の減少とと

もに、市場全体も縮小する中で、今後は特に高齢者を

ターゲットとした高齢者市場が最も重要になると考え

られている。病院等でも「加齢に抵抗する」から「上

手に年を取る」という「アンチ・エイジング」から「ウ

ェル・エイジング」の考え方へと展開しており、介護

の現場でも、自宅介護が重視され、自宅での生活の質

を向上させることが重要となっている。高齢者向けの

生活用具も、「区別」から「配慮」への変化が必要と

言われており、ユニバーサルデザインにおいても、ユ

ーザビリティからユーザーエクスペリエンス・デザイ

ンへと発展し、使い易さに加え、満足、喜びを提供す

るデザインへと発展している。

　しかしながら現状では、高齢者の潜在的なニーズは

十分に把握されておらず、既存の介護食器を含む福祉

食器は機能が優先されているため、一般の食器とは見

た目も売場も「区別」され、高齢者の要望を満たすま

でに至っていないと思われる。これらの現状を解決す

るためには、高齢者のニーズを把握し、使い勝手や使

い心地に配慮したQOLを向上させる食器を開発する

ことが求められている。

　本研究では、①市販されている既存の福祉食器につ

いて、高齢者の被験者に使用してもらい、使用時の不

満や課題、要望等を把握する。②評価結果をもとに試

作品を製作し評価する。③試作品の評価と改良により

食器を開発する。④開発品を企業と共同で製品化する。

⑤開発した製品を紹介するホームページを制作し、店

頭における試用評価を実施する。

　これらのプロセスにより、高齢者のニーズを把握し、

高齢者のQOLを向上させる自助食器を開発すること

を目的とした。

高齢者のQOLを向上させる自助食器の開発　■　16
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２．方　法

　2.1　試作品の作製と評価
　本年度は、昨年度、既存の福祉食器（図１）の評価

結果をもとに製作した試作品について、高齢者を対象

にアンケートによる評価を実施した。

　昨年度の評価において、碗類、鉢類、湯呑類の３つ

のアイテムについての形状や素材、機能などへの回答

結果をもとに、茶碗、ボウル、コップの３つのアイテ

ムについて、試作品を製作した。また、高齢者からの

鉢類についての回答の中で、同じような機能を持つ皿

類も欲しいとの回答があったことから、試作品の製作

過程で皿類の試作も追加し、４つのアイテムを試作し

た。

　試作品のサイズについては、既存の福祉食器及び一

般食器のサイズを計測し、開発するアイテムのサイズ

を決定した。鉢と皿のサイズについては、調査した既

存の食器の寸法や、食器としての用途と使い勝手など

を考慮し、ボウルが直径150mm、皿が直径210mm

とした。また、すくいやすさを考慮し、生産時の製造

工程において、成形可能な範囲でできるだけすくいや

すい縁形状とした。茶碗のサイズは、（社）人間生活

工学研究センターの「日本人の手の寸法データ2010」
2）及び同所の「日本人の人体寸法データブック2004-

2006」3）をもとに、高齢者の手の寸法を検討し、直径

115mm（従来の3.8寸碗と同等）とした。また、コ

ップについては、首の可動に制限がある方や、誤嚥（食

物等を誤って気道に飲込む）など嚥下に問題がある方

を考慮し、首を傾けずに飲めるよう二重構造とした。

　決定したサイズをもとに3DCADソフト（AppliCraft

製 Rhinoceros）を用いて図面化し、当センター保有

の3Dプリンタ(Z Corporation製 ZPrinter 310 

Plus)で立体形状を作製し評価を行った。

　評価の対象は、昨年度と同様に、長崎リハビリテー

ション病院の通所の高齢者の協力のもと食器の評価を

実施した。評価者については、前回の高齢者の中から、

継続して評価の実施が可能な、男女それぞれ２名の対

象を抽出し評価を行った。評価方法については、SD

（Semantic Differential）法を用いてアンケート形

式の評価を実施した。

　2.2　試作品（陶磁器製）の作製と評価
　3Dプリンタで出力した試作品についての評価で得

られた意見をもとに、サイズやフォルムなどのデータ

を改良した。改良したデータを用い４つのアイテムに

ついて、試作のための石膏型を作製し、陶磁器製の改

良品（図３）を製作した。今回は製作個数が少ないた

め、皿、ボウル、茶碗、コップの４つのアイテムは

17　■　高齢者のQOLを向上させる自助食器の開発

●素材・機能がことなる4種類の茶碗類

●素材・機能がことなる4種類の鉢（ボール）類

●素材・機能がことなる4種類の湯呑（コップ）類

図１　評価した既存の福祉食器

●プリントした210mm皿 ●プリントした150mmボール ●プリントした115mm茶碗 ●プリントした二重構造コップ

図２　3Dプリンタで試作したアイテム
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全て機械ロクロ成形で試作を行った。

　改良した陶磁器製の試作品についても、同一の被験

者に対して、改良後の使用感の比較を含め、サイズ、

形状、機能などについての評価を行った。

　2.3　製品化とホームページの作成
　改良品の評価で得られた意見も踏まえ、市場導入を

目標に、県内企業（波佐見焼の窯元及び商社）と共同

で製品化を行った。

　同時に、開発品を紹介するホームページを当センタ

ーのホームページの階層下に設置し、関係機関、協力

機関等へのPRを実施した。

３．結果と考察

　3.1　試作品の作製と評価
　試作した４つのアイテムについて、高齢者を対象に

サイズなどを確認するため、実際に手にとってもらい、

大きさ、持ちすさ、フィット感などについてアンケー

ト評価を実施した。今回の試作品は、形状やフォルム、

機能などについて評価するために製作したもので、石

膏粉に樹脂を噴出し積層させた素材であるため、手触

りや重量などについては、実際の食器と異なるもので

ある。茶碗、コップについては、手のサイズを考慮し

ながら、大きさ、持ちやすさなどを回答してもらった。

皿、ボウルについては、大きさ、持ちやすさなどに加

え、スプーンを使用しすくいやすさを回答してもらっ

た。また、コップについては、中に水を入れ、水が流

れる角度についても検討した。飯碗についてもおかゆ

や汁碗としての対応も考慮し、すくいやすさについて

も検討した。

　評価の結果、皿及びボウルについては、両者すくい

やすい形状であるとの評価を得た。縁のそり返しやそ

れぞれの深さについても良好であったが、リムの形状

については、幅や厚みなどについて改善点の指摘があ

った。茶碗については、径や深さについて良好な結果

を得ることができ、持ちやすさについても良い評価を

得た。また、内側の着色についても高評価であった。
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●改良した210mm皿（磁器） ●改良した150mmボール（磁器） ●改良した115mm茶碗（磁器） ●改良した二重構造コップ（磁器）

●� 210mm皿（ストライブ） ●150mmボール（ストライブ） ●115mm茶碗（ストライブ） ●二重構造コップ（ストライブ）

図３　改良した陶磁器製の試作食器

図４　企業と製品化した食器（２タイプの柄）

●� 210mm皿（ライン） ●150mmボール（ライン） ●115mm茶碗（ライン） ●二重構造コップ（ライン）
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コップについても、二重構造の機能や傾ける角度につ

いて良い評価を得た。

　これらの評価をもとに、サイズや形状に改良を加え

データを修正し、試作のための石膏型を作製した。

　3.2　試作品（陶磁器製）の作製と評価
　3Dプリンタで出力した試作品についての評価で得

られた意見をもとに、製作した陶磁器製の改良品を用

い、改良点を中心にサイズ、形状、機能などについて

の評価を行った。

　長崎リハビリテーション病院で月に一度開催されて

いる給食会の場に食器を持ち込み、そこで調理された

料理を盛り付け、実際に食事を取りながら評価を行っ

た。今回の試作品は、実際の食器と同等の陶磁器製の

試作品であったため、食器の重量も含めた、持ちやす

さなどの機能や、食材を用いた、飲みやすさやすくい

やすさなどの評価を行うことができた。皿やボウルに

ついては、一般の食器よりも若干重く製作しているた

め、片麻痺などで片手のみで食事をする場合など、適

度な食器の重量で片手でも食器が動きにくいとの評価

を得た。ただし、持ち運びなどを考慮し最終的な重量

については検討が必要だとの意見も得た。茶碗につい

ては、米粒などの内容物が見やすいように内側に着色

を施したが、被験者からも最後まで残さず食べやすい

との評価を得た。コップについては、二重構造で首を

傾けなくても水などが飲める機能について、高い評価

を得たが、麻痺や把持力の低下がある被験者からは、

磁器の表面が滑りやすいため、滑り止めなどの落とさ

ないための配慮が必要との意見を得た。また、口当た

りについても改善の指摘があった。

　3.3　製品化とホームページの作成
　県内企業（波佐見焼の窯元及び商社）と共同で製品

化を行った開発品については、改良品を製作した石膏

型や機械ロクロ用のヘラについて形状などの修正を加

え、価格なども想定した絵柄の検討も行い、絵付を施

した最終型の製品（図４）を製作した。また、当セン

ターのホームページの階層下に「高齢者に配慮した食

器」のページを設置し、協力を得た長崎リハビリテー

ション病院や福祉用具販売店をはじめ、協力機関、関

係機関などへ開発品を紹介した。

まとめ

　今回の研究開発のまとめとして、以下の３点の成果

を得られた。

１． 今回調査した鉢類、碗類、湯呑類の３つのアイ

　　　テムの既存の福祉食器について、高齢者の要望、

　　　改善点などを把握することができた。

２． 調査の結果、鉢類、碗類、湯呑類に、アイテム

　　　として皿を追加し、個々の形状や付加機能を検

　　　討した結果、高齢者のQOL向上させる一般食

　　　器に近いしつらえの食器を開発できた。

19　■　高齢者のQOLを向上させる自助食器の開発

図５　試作品の評価風景

図６　最終製品の評価風景
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３． 企業と共同で高齢者向けの食器を製品化するこ

　　　とができ、開発した製品を紹介するホームペー

　　　ジを開設し検討した。

　今後は商品化を図り、販売を担う企業（波佐見焼の

商社）や福祉用具販売店のホームページ上で商品に対

する意見などを集約し、商品の改善や更なる情報発信

に繋げる予定である。開発品についても、現在、福祉

用具販売店の店頭での試用評価を実施しており、来店

する利用者や店舗従業員などから開発品に対する意見

を集約している。

　また、今年度より開始した研究テーマにおいて、引

き続き、高齢者向け食器についても新たなアイテムの

開発を通し、高齢者への配慮点、開発のノウハウ等を

整理し、今後重要となる高齢者市場へ向けた商品開発

の強化を図る。
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図７　開発品を紹介するホームページの画像


